
電
子
計
算
機
を
使
用
し
て
作
成
す
る
国
税
関
係
帳
簿
書
類
の
保
存
方
法
等
の
特
例
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
新
旧
対
照
表

改

正

後

改

正

前

（
国
税
関
係
帳
簿
書
類
の
電
磁
的
記
録
に
よ
る
保
存
等
）

（
国
税
関
係
帳
簿
書
類
の
電
磁
的
記
録
に
よ
る
保
存
等
）

第
二
条

省

略

第
二
条

同

上

２
～
５

省

略

２
～
５

同

上

６

法
第
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
国
税
関
係
書
類
（
同
項
に
規
定
す
る
国
税
関
係
書

６

同

上

類
に
限
る
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
係
る
電
磁
的
記
録
の
保
存
を
も
っ
て

当
該
国
税
関
係
書
類
の
保
存
に
代
え
よ
う
と
す
る
保
存
義
務
者
は
、
次
に
掲
げ
る
要
件

（
当
該
保
存
義
務
者
が
国
税
に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
よ
る
当
該
電
磁
的
記
録
の
提
示

又
は
提
出
の
要
求
に
応
じ
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
し
て
い
る
場
合
に
は
、
第
六
号
（

ロ
及
び
ハ
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
に
掲
げ
る
要
件
を
除
く
。
）
に
従
っ
て
当
該
電
磁

的
記
録
の
保
存
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

省

略

一

同

上

二

前
号
の
入
力
に
当
た
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
要
件
（
当
該
保
存
義
務
者
が
同
号
イ

二

同

上

又
は
ロ
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
当
該
国
税
関
係
書
類
に
係
る
記
録
事
項
を
入
力
し
た

こ
と
を
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
ロ
に
掲
げ
る
要
件
を
除
く
。

）
を
満
た
す
電
子
計
算
機
処
理
シ
ス
テ
ム
を
使
用
す
る
こ
と
。

イ

省

略

イ

同

上

ロ

当
該
国
税
関
係
書
類
の
作
成
又
は
受
領
後
、
速
や
か
に
一
の
入
力
単
位
ご
と
の

ロ

当
該
国
税
関
係
書
類
の
作
成
又
は
受
領
後
、
速
や
か
に
一
の
入
力
単
位
ご
と
の

電
磁
的
記
録
の
記
録
事
項
に
総
務
大
臣
が
認
定
す
る
時
刻
認
証
業
務
（
電
磁
的
記

電
磁
的
記
録
の
記
録
事
項
に
一
般
財
団
法
人
日
本
デ
ー
タ
通
信
協
会
が
認
定
す
る

録
に
記
録
さ
れ
た
情
報
に
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
を
付
与
す
る
役
務
を
提
供
す
る
業
務

業
務
に
係
る
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
（
次
に
掲
げ
る
要
件
を
満
た
す
も
の
に
限
る
。
以

を
い
う
。
）
に
係
る
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
（
次
に
掲
げ
る
要
件
を
満
た
す
も
の
に
限

下
こ
の
号
並
び
に
第
四
条
第
一
項
第
一
号
及
び
第
二
号
に
お
い
て
「
タ
イ
ム
ス
タ

る
。
以
下
こ
の
号
並
び
に
第
四
条
第
一
項
第
一
号
及
び
第
二
号
に
お
い
て
「
タ
イ

ン
プ
」
と
い
う
。
）
を
付
す
こ
と
（
当
該
国
税
関
係
書
類
の
作
成
又
は
受
領
か
ら

ム
ス
タ
ン
プ
」
と
い
う
。
）
を
付
す
こ
と
（
当
該
国
税
関
係
書
類
の
作
成
又
は
受

当
該
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
を
付
す
ま
で
の
各
事
務
の
処
理
に
関
す
る
規
程
を
定
め
て

領
か
ら
当
該
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
を
付
す
ま
で
の
各
事
務
の
処
理
に
関
す
る
規
程
を

い
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
業
務
の
処
理
に
係
る
通
常
の
期
間
を
経
過
し
た
後

定
め
て
い
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
業
務
の
処
理
に
係
る
通
常
の
期
間
を
経
過

、
速
や
か
に
当
該
記
録
事
項
に
当
該
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
を
付
す
こ
と
）
。

し
た
後
、
速
や
か
に
当
該
記
録
事
項
に
当
該
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
を
付
す
こ
と
）
。

⑴
・
⑵

省

略

⑴
・
⑵

同

上

ハ
・
ニ

省

略

ハ
・
ニ

同

上

三
～
七

省

略

三
～
七

同

上

７
～

省

略

７
～

同

上

12

12

1



附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
省
令
は
、
令
和
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条

改
正
後
の
電
子
計
算
機
を
使
用
し
て
作
成
す
る
国
税
関
係
帳
簿
書
類
の
保
存
方

法
等
の
特
例
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
次
項
に
お
い
て
「
新
令
」
と
い
う
。
）
第
二

条
第
六
項
（
第
二
号
ロ
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
及
び
第
四
条
第
一
項
（
第
一
号
及
び

第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
は
、
こ
の
省
令
の
施
行
の
日
（
以
下
「
施
行

日
」
と
い
う
。
）
以
後
に
保
存
が
行
わ
れ
る
電
子
計
算
機
を
使
用
し
て
作
成
す
る
国
税

関
係
帳
簿
書
類
の
保
存
方
法
等
の
特
例
に
関
す
る
法
律
第
四
条
第
三
項
に
規
定
す
る
国

税
関
係
書
類
（
以
下
「
国
税
関
係
書
類
」
と
い
う
。
）
又
は
電
子
取
引
の
取
引
情
報
に

係
る
電
磁
的
記
録
に
つ
い
て
適
用
し
、
施
行
日
前
に
保
存
が
行
わ
れ
た
国
税
関
係
書
類

又
は
電
子
取
引
の
取
引
情
報
に
係
る
電
磁
的
記
録
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ

る
。

２

施
行
日
か
ら
令
和
五
年
七
月
二
十
九
日
ま
で
の
間
に
国
税
関
係
書
類
又
は
電
子
取
引

の
取
引
情
報
に
係
る
電
磁
的
記
録
に
つ
い
て
保
存
が
行
わ
れ
る
場
合
に
お
け
る
新
令
第

二
条
第
六
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
第
二
号
ロ
中
「
業
務
を
い
う
。
）
」

と
あ
る
の
は
、
「
業
務
を
い
う
。
）
又
は
一
般
財
団
法
人
日
本
デ
ー
タ
通
信
協
会
が
認

定
す
る
業
務
」
と
す
る
。
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